埼玉県基幹感染症情報センターの役割等について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２７年１月２１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　疾病対策課長決裁
　埼玉県感染症発生動向調査事業実施要綱第３の３（１）に基づき、埼玉県基幹感染症情報センター（以下「基幹センター」という。）について次のとおり定める。
１　基幹センターの設置方法
（１）協議の必要性
　　ア　基幹センターの設置にあたっては、埼玉県感染症発生動向調査事業の実施主体となる埼玉県、県内の保健所を設置する市（以下「保健所設置市」という。）が協議し、基幹センターは県センターが兼務する。

　  イ　協議にあたっては、上記アの各自治体が管轄する地域や人口規模等を考慮し、決定すること。

（２）協議の方法

　  ア　協議が必要な場合、その取りまとめは、現に基幹センターを設置している自治体が担う。事務局は協議の開催及び運営に関する事務を所掌する。

　　 イ　協議は上記（１）アの自治体から開催の要請があった場合に行い、特に要請がない場合は引き続き基幹センターを設置する自治体で業務を担う。

　　 ウ　協議の方法は、会議等の開催のほか、議題に応じて書面による意見聴取等でも関係者の合意がとれる場合は可能とする。

２　基幹センターの役割
（１）　基幹センターにあっては、埼玉県全域の患者情報について、保健所からの情報の入力があり次第、登録情報の確認を行う。

（２）　基幹センターは、埼玉県全域の患者情報及び病原体情報を収集、分析するとともに、その結果を週報（月単位の場合は月報）等として公表される全国情報と併せて、速やかに保健医療政策課及び保健所設置市へ提供・公開する。

（３）　埼玉県全域の患者情報及び病原体情報等の収集・分析が必要となる事案が発生している場合は、広域対策の一環として、基幹センターが中心となり、県センター及び保健所設置市との情報の共有化を図る。さらに、必要に応じて基幹センターは、中央及び近隣の情報センター等との情報の共有化を図る。なお、感染症法第１５条を根拠とする各種調査に関しても、同様に扱うものとする。
３　その他

（１）　基幹センターは収集した調査対象者等の個人情報の取扱いに十分留すること。

（２）　基幹センターが本事業に基づき実施した分析結果等を上記の１（１）アの自治体以外に提供・公表する場合には、必ず各自治体に事前に了解を得たうえで公表すること。ただし、週報及び月報の還元情報については、対象外とする。

（３）　１（１）アの各自治体は、基幹センターから提供された還元情報等を公表する場合には、必ず基幹センター及び各自治体へ事前に了承を得たうえで公表すること。ただし、週報及び月報の還元情報については、上述の（２）同様とする。
　　　附　則
　平成２７年１月２１日から施行する。

　　　附　則

　平成２９年４月１日から施行する。
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